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1. エグゼクティブサマリー 
三井ハイテック株式会社は、2025 年 3 月 11日、2026 年 1 月期から 2028 年 1 月期

までを対象とする新中期経営計画（以下、新中計）を発表しました 1。本計画の核心

は、電気自動車（EV）市場、特にモーターコアの需要拡大を捉えるための積極的な先

行投資です。最終年度である 2028 年 1 月期には売上高 3,100 億円、営業利益 235 億

円、自己資本利益率（ROE）12%以上という野心的な目標を掲げる一方で 2、初年度の

2026 年 1 月期には先行投資コストの増加により当期純利益が前期比 26.3%減の 90 億

円となる見通しが示されました 2。この短期的な収益悪化予測は、発表直後の株価急落

という形で市場の厳しい評価を招きました 2。本レポートでは、新中計の内容を成長戦

略、リスク要因、海外展開、そして現時点では詳細が不明な人材戦略・知財戦略の観点

から分析し、投資家、業界関係者、メディアからの評価を考察します。 

新中計は、短期的な収益性を犠牲にしてでも、急成長する EV 市場でのより大きなシェ

ア獲得を目指すという、同社にとって大きな戦略的賭けであると言えます。2026 年 1
月期における大幅な減益見通し 2 と、それに伴う積極的な設備投資計画 2 は、将来の大

きなリターンを期待して現在の利益を抑制する、典型的な大規模投資フェーズの特徴を

示しています。この戦略の成否は、EV 市場の成長予測の精度 4 と、三井ハイテック自

身の計画実行能力に大きく左右されます。 

一方で、新中計発表後の市場の急激なネガティブ反応 2 は、企業の長期的な成長戦略

と、より短期的なリターンを期待する投資家の視点との間に潜在的な乖離があることを

浮き彫りにしています。2026 年 1 月期の減益見通しが株価下落の直接的な引き金とな

った事実は、市場が将来の成長可能性よりも、目先の業績悪化を重く受け止めたことを

示唆しています。これは、三井ハイテックにとって、現行の投資フェーズの長期的な価

値を投資家に理解させるというコミュニケーション上の課題が存在することを示してい

ます。 

2. 三井ハイテック新中期経営計画（FY2026-FY2028）の概要 
2.1. 発表と基本方針 

三井ハイテックの新中期経営計画は、2025 年 3 月 11日に公表されました 1。対象期間

は 2026 年 1 月期から 2028 年 1 月期までの 3 年間です 1。計画の根底にある基本方針



は、EV 向けモーターコアを中心とした成長分野における地位を盤石なものにするため

の、積極的な生産能力増強と先行投資の実行であると考えられます 2。 

2.2. 主要財務目標と業績見通し 

新中計では、最終年度である 20 28 年 1 月期に連結売上高 3,10 0 億円、営業利益 235
億円、ROE12%以上という目標が設定されています 2。これに対し、計画初年度の 20 26
年 1 月期は、売上高こそ前期比 7.0 %増の 2,30 0 億円を見込むものの、先行投資負担に

より当期純利益は同 26.3%減の 90 億円と大幅な減益が予測されています 2。この短期

的な収益悪化と長期的な成長目標との著しい対比は、本計画の重要な特徴です。 

参考として、新中計発表と同時に開示された 20 25 年 1 月期の実績は、売上高が前期比

9.7%増の 2,148 億 9,0 0 0 万円、営業利益が同 11.6%減の 160 億 1,70 0 万円、当期純利

益が同 21.4%減の 122 億 1,90 0 万円、ROE は 11.8%でした 2。注目すべきは、新中計に

おける大規模な設備投資増加が本格化する前の 20 25 年 1 月期において、既に営業利益

および当期純利益が減少している点です。これは、原材料価格の高騰などが収益性を圧

迫していたことを示唆しており 3、新中計期間中の先行投資負担は、これらの既存の課

題に上乗せされる形で影響を及ぼすことになります。 

表 1：三井ハイテック中期経営計画 財務目標推移 (2025 年 1 月期実績 -  2028 年 1 月

期目標) 

 

項目 2025 年 1 月

期 (実績) 
2026 年 1 月

期 (予想) 
2028 年 1 月

期 (目標) 
2025 年 1 月

期実績比 
(2028 年 1
月期目標) 

年平均成長

率 (CAGR) 
(売上高、営

業利益) 
2025 年 1 月

期実績- 2028
年 1 月期目

標 

売上高 (億円) 2,148.9 2,300.0  3,100.0  +44.3% 約 13.0% 

営業利益 (億
円) 

160.17 (2026 年 1
月期営業利益

は非開示) 

235.0 +46.7% 約 13.6% 



当期純利益 
(億円) 

122.19 90 .0  (中期経営計

画目標は非開

示) 

N/A N/A 

ROE (%) 11.8 (20 26 年 1
月期は非開

示) 

12%以上 +0 .2pp 以上  

設備投資額 
(億円) 

約 249 (前期

比から推定) 
450 .0  (20 28 年 1

月期は非開

示) 

N/A  

この表は、同社が想定する「J カーブ効果」、すなわち 20 26 年 1 月期における当期純

利益の大幅な落ち込みと巨額の設備投資に象徴される短期的な低迷期を経て、20 28 年

1 月期の目標達成に向けた著しい成長を見込んでいることを視覚的かつ定量的に示して

います。 

2.3. 事業ポートフォリオと注力分野 

新中計における成長の牽引役は、明確に EV 向けモーターコアを中心とする電機部品事

業です。EV 市場は年平均 17.7%の成長が見込まれており 4、同社はこの分野に大規模な

投資を集中させる方針です 2。一方、リードフレーム事業については「緩やかな回復」

を見込んでおり 2、こちらは成熟事業として、積極的な成長投資の対象というよりは、

安定的な収益貢献と既存事業の最適化が主眼となると考えられます。 

2.4. 設備投資計画と投資優先順位 

20 26 年 1 月期の設備投資額は、前期比 20 1 億円増の 450 億円と、大幅な増加が計画

されています 2。投資の重点は「電機部品で成長に向けた先行投資」であり 2、これは

モーターコアの生産能力増強に直結します。具体的には、「積極的な建屋・設備投資」

が実行される予定です 3。この前年度比約 20 0 億円という設備投資の急増は、将来の

需要に対する経営陣の強い確信、あるいはそれ相応のリスクテイクを示唆しています。

EV 市場の成長予測 4 およびその需要を獲得する能力に対する自信の表れと解釈できる

一方で、市場成長が鈍化したり、計画通りの生産立ち上げに失敗したりした場合、巨額

の固定投資が財務上の大きな重荷となる可能性も内包しています。 

2.5. 配当政策 

20 26 年 1 月期の年間配当予想は 1 株当たり 18 円とされています 2。株式分割考慮ベー



スでの前期（20 25 年 1 月期）の年間配当 17 円 60 銭 2 からの微増となります。当期純

利益の大幅な減少が見込まれる中で配当を維持・微増する方針は、経営陣の長期的なキ

ャッシュ創出力に対する自信の表れであり、株主還元を重視する姿勢を示すことで、投

資家の不安を和らげる狙いがあると解釈できます。これは、短期的な利益の落ち込みは

一時的なものであり、将来の展望は堅固であるという経営からの間接的なメッセージと

も受け取れます。 

3. 成長戦略と市場環境の分析 
3.1. 電気自動車（EV）市場拡大の活用 

新中計は、年平均成長率 17.7%と予測される EV 市場の持続的な高成長を前提として構

築されています 4。EV の基幹部品であるモーターコアは、同社の電機部品事業の中核

であり、大規模投資の主要な対象となっています 2。この戦略は、同社の将来が EV 市

場の動向と密接に連動することを意味します。予測通りの市場成長が実現すれば、投資

は大きなリターンを生む可能性がありますが、成長が鈍化した場合、過剰設備のリスク

が顕在化します。地政学的変動、技術革新（例：EV 普及率に影響を与えるバッテリー

技術の変化）、あるいは EV 需要に影響を及ぼす経済状況の変化など、外部要因に対す

る感応度が極めて高い、一点集中型の戦略と言えます。 

3.2. リードフレーム事業回復の見通し 

リードフレーム事業については、「緩やかな回復」が見込まれています 2。これは、モ

ーターコア市場と比較して、より安定的で変動の少ない市場であることを示唆していま

す。ここでの戦略は、積極的な拡大よりも、市場シェアの維持と既存事業の効率化に重

点が置かれると考えられます。モーターコアが成長の主役である一方、リードフレーム

事業は一定の事業分散効果をもたらしますが、新中計全体の成長目標への貢献度は相対

的に小さくなるでしょう。しかしながら、回復基調にあるリードフレーム市場は安定し

たキャッシュフローを生み出し、より資本集約的なモーターコア事業の拡大を間接的に

支える可能性があります。 

3.3. 海外展開とグローバル生産体制の強化 

新中計では、「グローバルでの生産キャパシティ拡大」と「積極的な建屋・設備投資」

が明記されています 3。その主要な目的の一つは、「グローバルでの統一基準を満たす

高品質・安定供給体制の確立と量産開始」です 3。これは単に生産能力を増強するだけ

でなく、品質向上、サプライチェーンの強靭化、そして海外拠点間でのオペレーション

の一貫性を高めることを意図しています。グローバルな自動車 OEM は高い基準と信頼

性のある供給体制を要求するため、これは極めて重要な戦略です。オペレーションの標



準化は、規模の経済の実現、知識移転の円滑化、必要に応じた生産シフトの柔軟性を可

能にし、地政学的リスクや物流リスクを軽減する効果も期待できます。これは、グロー

バルオペレーションのリスクを未然に低減するための積極的な一手と言えるでしょう。 

4. 主要リスクと課題の評価 
4.1. 投資コスト増に伴う短期的な収益性悪化 

最も直接的かつ明白なリスクは、20 26 年 1 月期の当期純利益が「先行投資コスト増」

により 26.3%減の 90 億円に落ち込むという予測です 2。設備投資額は 20 26 年 1 月期

に前期比 20 1 億円増の 450 億円へと急増し 2、これが減価償却費の増加や、短期的に

は生産立ち上げに伴う非効率性を招く可能性があります。企業は、この収益が抑制され

る期間、いわゆる投資の「死の谷」を乗り越える必要があります。投資後に期待される

効率改善や需要水準の達成が遅れた場合、この「谷」が長期化する恐れがあります。大

規模投資は、収益が完全に具現化する前、あるいは効率性が達成される前にコストが発

生する期間を伴うのが一般的です。 

4.2. 原材料価格の変動とサプライチェーンリスク 

新中計の大規模投資が本格化する以前から、「原材料建値上昇の影響等により収益性は

低下」していた状況が報告されています 3。これは既存の脆弱性を示しており、新中計

の下で生産量が増加するにつれて、この問題が悪化する可能性があります。投資関連コ

スト（減価償却費、有利子負債で調達した場合の支払利息など）と変動の激しい投入コ

ストの組み合わせは、利益率に対する二重の脅威となります。生産量の増加は原材料消

費量の増加を意味し、効果的なヘッジングや価格転嫁メカニズムが整備されていなけれ

ば、企業は価格変動に対してより脆弱になります。このリスクは、新規投資コストとは

独立しているものの、それに付加される形で影響します。 

4.3. 実行リスクと競争環境 

「グローバルでの生産キャパシティ拡大」 3 を成功させ、新規・拡張施設での「量産開

始」 3 を計画通り、予算内で達成することが不可欠です。EV 部品市場は競争が激し

く、他の企業も同様に投資を行っています。また、技術的な変化が特定の種類のモータ

ーコアに対する需要を変化させる可能性もあります。多額の資本が投下される中で、効

率的な生産立ち上げ、品質維持 3、そして複雑なグローバルオペレーションの管理能力

が、新中計の目標達成における最重要課題となります。大規模な工業プロジェクトは本

質的に複雑であり、遅延やコスト超過が発生しやすい傾向があります。さらに、EV 市

場はダイナミックであり、競合他社も静観しているわけではありません。したがって、

三井ハイテックが拡張計画を完璧に実行し、競争圧力に適応する能力が極めて重要にな



ります。「高品質」 3 を強調している点は、価格だけでなく、製品性能と信頼性で競争

する戦略を示唆しています。 

4.4. 市場成長予測のリスク 

新中計の成功は、EV 市場が予測される 17.7%の年平均成長率を達成することに大きく

依存しています 4。経済状況、政策変更、あるいは技術的な停滞などにより EV の普及

が大幅に遅れた場合、積極的な生産能力拡大の論理的根拠が揺らぎます。企業はこのマ

クロな成長ドライバーに対するコントロールが限定的であるため、その戦略は本質的に

世界の EV 市場見通しの変化に対して脆弱です。この 17.7%という EV 成長率の数値 4 
は計画の土台です。仮にこの予測が過度に楽観的であった場合、例えば世界的な不況、

EV に対する政府補助金の変更、あるいは代替輸送技術のブレークスルーなどが発生す

れば、三井ハイテックは大規模投資 2 の回収不足と大幅な過剰設備に直面する可能性が

あります。これは、市場のタイミングと予測に関する典型的なリスクです。 

5. 戦略的重点項目：詳細分析 
5.1. 海外展開戦略 

同社は、「グローバルでの生産キャパシティ拡大」を「積極的な建屋・設備投資」を通

じて積極的に推進しています 3。目標は、「グローバルでの統一基準を満たす高品質・

安定供給体制の確立と量産開始」です 3。この戦略は、主要な自動車 OEM などのグロ

ーバル顧客への近接化、物流コストの削減、生産集中の地政学的リスクの軽減、そして

世界規模での一貫した品質確保を目的としています。グローバルに事業展開しつつ統一

基準を維持することで、三井ハイテックはグローバル OEM に対して信頼性が高く一貫

したサプライチェーンを提供でき、これは大きな競争優位性となります。自動車メーカ

ーはグローバルに事業を展開しており、自社の拠点網に対応し、地域間で一貫した製品

品質を保証できるサプライヤーを優先します。この戦略はこれらの顧客ニーズに直接応

えるものであり、三井ハイテックをより魅力的なパートナーとし、長期契約の獲得につ

ながる可能性があります。また、地域の人材プールの活用や、現地の優遇措置の恩恵を

受ける可能性も開かれます。 

5.2. 人材戦略 

現時点で入手可能な情報 1 には、新中計における三井ハイテックの具体的な人材戦略や

タレントマネジメントに関する詳細は含まれていません。しかしながら、大規模なグロ

ーバル展開 3 や、モーターコアのような技術的に高度な部品の生産立ち上げ 4 を実行す

るには、間違いなく強固な人材戦略が不可欠です。これには、国内外の拠点における熟

練したエンジニア、技術者、管理者の採用、育成、維持が含まれるでしょう。新中計、



特にグローバル展開と品質イニシアチブの成功は、適切な人材を適切な場所に配置でき

るかどうかに大きく依存します。人材育成への注力が不足すれば、新規施設のスタッフ

配置、品質基準の維持、操業効率の達成に苦慮し、結果として新中計の目標達成を危う

くする重大な実行リスクとなり得ます。これらの活動は労働集約的であり、専門的なス

キルを必要とします。 

5.3. 知的財産（IP）および無形資産戦略 

同様に、入手可能な情報 1 には、新中計における三井ハイテックの具体的な知的財産

（IP）戦略や無形資産戦略に関する詳細は見当たりません。EV 部品（モーターコア）

のような技術主導型の分野において、IP（特許、独自の製造プロセスなど）は競争優位

性の重要な源泉であり、参入障壁となります。無形資産には、ブランド評価、顧客との

関係、ノウハウなども含まれ、これらすべてが長期的な成功に不可欠です。強力な IP
ポートフォリオは、モーターコアの設計や製造における三井ハイテックの革新を保護

し、プレミアム価格設定やライセンス供与の機会を可能にする可能性があります。「高

品質」 3 への注力は、独自のプロセスとノウハウに依存している可能性が高いと考えら

れます。同社は競争の激しい技術集約型の分野（EV 向けモーターコア 4）で事業を展

開しており、モーター効率、材料、製造プロセスにおける革新は極めて重要です。IP
権はこれらの革新を競合他社による模倣から保護し、研究開発投資の回収と技術的優位

性の維持を可能にします。「高品質・安定供給体制」 3 もまた、プロセスの卓越性と評

判に基づいて構築された無形資産です。 

6. ステークホルダーの反応と市場認識 
6.1. 投資家心理と株価動向分析 

新中計の発表および 20 26 年 1 月期の減益見通しを受けて、三井ハイテックの株価は

「急落」しました 2。その理由は、20 26 年 1 月期の当期純利益が 26.3%減少する計画

が示されたことに対し、「失望売りが膨らんだようだ」と報じられています 2。この市

場の反応は、新中計で示された長期的な成長目標よりも、短期的な収益見通しの悪化が

重く受け止められたことを示しています。これは、投資家が短期的な業績変動に対して

高い感応度を持っていることを示唆しており、少なくとも初期段階においては、投資家

は将来の潜在的な利益（20 28 年 1 月期の目標）よりも、目先の確実な痛み（利益減

少、高水準の設備投資）をより重視したことを物語っています。 

6.2. メディアおよびアナリストの論調（入手情報に基づく統合） 

メディア報道（例：株探 2、日本金属通信 4）は、主に以下の点に焦点を当てていま

す。 



● 新中計の目標と期間 2。 
● 計画されている大規模投資と EV 市場の成長という牽引役 2。 
● 短期的な減益予測とそれに伴う株価下落 2。 

これらの報道は概ね事実に基づいたものであり、計画の詳細と市場の反応を伝えていま

す。しかし、見出しなどで株価下落や減益見通しが強調されている点 2 からは、投資家

にとってのネガティブな側面に対する懸念、あるいは少なくともその側面を際立たせる

トーンがうかがえます。 

表 2：新中期経営計画に対するステークホルダーの視点（入手情報に基づく要約） 

 

ステークホルダー層 主な評価点／機会 主な懸念点／リスク 情報源 

投資家 (市場) (暗黙的に) 新中計目

標達成時の長期的な

成長ポテンシャル。

増配方針 2。 

大規模な先行投資コ

ストによる 20 26 年 1
月期の大幅減益 2。株

価への影響。 

2 

メディア (一般) EV 市場の成長 (年平

均 17.7%) が牽引役で

ある点 4。新中計の目

標 2。 

短期的な減益と投資

コスト 2。 

2 

業界アナリスト (直接的な引用なし、

市場反応分析から推

測) 投資、リスク、リ

ターンのバランスを

注視。 

(推測) 実行リスク、

原材料価格 3 や投資 2 
による利益率圧迫。 

2 

6.3. 業界の視点（推測） 

業界関係者は、EV 市場の年平均 17.7%という成長率 4 を大きな事業機会と捉えている

と考えられます。同社が掲げる「グローバルでの生産キャパシティ拡大」および「高品

質・安定供給体制の確立」 3 は、この成長を取り込み、グローバルな自動車顧客の要求

に応えるために必要なステップと評価されるでしょう。しかしながら、懸念事項として

は、投資家と同様に、巨額の先行投資 2、短期的な収益性への圧力 2、そして大規模な

生産能力拡大に伴う実行リスク 3 が挙げられます。「原材料建値上昇」 3 が利益率に与



える影響も、引き続き注視される点です。 

7. 総括分析と戦略的展望 
7.1. 新中期経営計画の実現可能性と潜在的影響の全体評価 

三井ハイテックの新中期経営計画は、高成長が見込まれる EV 市場で大きなシェアを獲

得することを目的とした、大胆かつ投資集約的な戦略です。その成功は、EV 市場予測

の精度 4、グローバルな生産能力拡大の完璧な実行 3、そして効果的なコスト管理 2 にか

かっています。短期的な財務的苦痛は相当なものですが、20 28 年 1 月期の目標

（ROE12%以上など） 2 が達成されれば、十分に正当化される可能性があります。この

ROE 目標は、現行の投資に対する強力なリターンへの期待を示唆しています。 

三井ハイテックは、本質的に EV 革命に社運を賭けていると言えます。この戦略は EV
市場 4 を中心に展開され、巨額の先行投資 2 を必要とし、結果として短期的な利益減少 
2 を招くという、典型的なハイリスク・ハイリターン型です。成功すれば、同社はより

大きく、より収益性の高い企業へと変貌を遂げるでしょう。しかし、EV 市場の成長が

期待外れに終わったり、競争環境が予想以上に激化したりすれば、同社は活用されない

高コストの資産を抱え、深刻な財務的困難に直面する可能性があります。 

7.2. 主要成功要因 

新中計の成功には、以下の要因が不可欠です。 

● EV 市場が予測に近い成長率を持続すること 4。 
● 新規のグローバル生産拠点の効率的な立ち上げと、品質・コスト目標の達成 3。 
● 原材料コストやその他のインフレ圧力の効果的な管理 3。 
● モーターコアの設計・製造における技術的リーダーシップの維持。 
● グローバルオペレーションを支えるための、適切な人材獲得と育成（現時点では詳

細不明なため推測）。 

7.3. 今後の注目点（継続的なモニタリングが必要な領域） 

● 短期的な業績と長期的なビジョンとの間のギャップを埋めるため、企業は投資家と

のコミュニケーションをどのように管理していくのか。 
● 新中計を支えるための、具体的な人材育成戦略および知的財産戦略は何か（現時点

での情報不足を認識）。 
● モーターコア市場における競争環境はどのように変化し、三井ハイテックはそれに

どう適応していくのか。 
● EV 市場の成長が期待に沿わなかった場合の代替計画は何か。 



戦略的展望 

三井ハイテックは、変革的であると同時に困難を伴う新中期経営計画に着手し、重大な

岐路に立っています。今後の道のりは、大規模な投資負担と市場の懐疑的な見方に対処

していくことになります。最終的な成果は、外部の市場環境と社内の実行能力の組み合

わせによって決まるでしょう。グローバルで高品質な生産体制へのコミットメント 3 と
高成長分野への注力 4 は戦略的に妥当ですが、新中計の野心的な目標 2 を達成するため

に求められる財務規律と卓越したオペレーション能力の重要性は、決して過小評価でき

ません。 
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